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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期
決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高（千円） 7,301,3749,873,363 － － －

経常損益（△は損失）

（千円）
△50,377 △48,476 － － －

当期純損益（△は損失）

（千円） 
△41,282 △51,703 － － －

純資産額（千円） 1,318,6481,287,941 － － －

総資産額（千円） 2,537,9043,746,569 － － －

１株当たり純資産額（円） 42.11 41.29 － － －

１株当たり当期純損益金額

（△は損失）（千円）
△1.32 △1.66 － － －

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 51.8 34.4 － － －

自己資本利益率（％） △3.1 △4.0 － － －

株価収益率（倍） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△95,079 △489,786 － － －

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
73,347 △278,904 － － －

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△600 770,796 － － －

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
44,172 44,076 － － －

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］

（人）

159

[223]

182

[158]

－

[－]

－

[－]

－

[－]

　（注）１．第74期及び第75期は連結財務諸表を作成しておりますが、第76期、第77期及び第78期は連結財務諸表を作成し

ておりませんので記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

４．株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期
決算年月 平成20年３月平成21年３月平成22年３月平成23年３月平成24年３月

売上高（千円） 6,783,8879,782,51013,082,88412,674,31311,973,306

経常損益（△は損失）（千円） 35,529△6,924 280,45355,935△138,234

当期純損益（△は損失）（千円） △40,677△20,656270,987△1,216,051△199,159

持分法を適用した場合の投資損益

（△は損失）　　（千円）
－ △18,486△15,183 － －

資本金（千円） 1,699,9681,699,9681,699,9681,699,9681,699,968

発行済株式総数（株） 31,337,00031,337,00031,337,00031,337,00031,337,000

純資産額（千円） 1,314,8781,287,9411,557,507339,085140,971

総資産額（千円） 2,481,2333,746,5693,837,8782,638,7312,441,845

１株当たり純資産額（円） 42.13 41.29 49.95 10.88 4.52

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当額) (円)

－

（－)

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

１株当たり当期純損益金額

（△は損失）（円）　　　　　　　　　 
△1.3 △0.66 8.69 △39.00 △6.39

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

(円)
－ － － － －

自己資本比率（％） 53.0 34.4 40.6 12.9 5.8

自己資本利益率（％） △3.0 △1.6 19.0 △128.2 △83.0

株価収益率（倍） － － 11.9 － －

配当性向（％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) － － 598,575230,76283,472

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) － － △338,757△158,018△72,391

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) － － △268,442△63,715 △462

現金及び現金同等物の期末残高（千円） － － 35,451 44,480 55,099

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］(人)

128

[181]

182

[158]

188

[198]

185

[225]

173

[213]

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、第74期は連結財務諸表を作成しているため記載しておりませ

ん。第75期につきましては、連結財務諸表を作成しておりますが、連結子会社でありましたローマイヤ販売株

式会社が、平成20年８月に行った第三者割当増資により当社の関連会社となり連結子会社がなくなったた

め、ローマイヤ販売株式会社を持分法適用関連会社とせず、持分法を適用した場合の投資損失を記載してお

ります。第77期及び第78期はローマイヤ販売株式会社が期初から債務超過となっており同社の当期純損失は

当社の投資損失には該当いたしません。

４．株価収益率については、第74期、第75期、第77期及び第78期は当期純損失を計上しているため記載しておりま

せん。　

５．第74期及び第75期は、連結財務諸表を作成しておりますので、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動

によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載

しておりません。

６．第77期の当期純損失の大幅な増加は、固定資産の減損による特別損失の計上1,240,306千円等によるもので

あります。
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２【沿革】

　当社は大正10年より乾燥海産原料を主体とした佃煮製造業者として、それぞれ独自な技術と優秀な設備で全国的に

知られていた４製造業者が合併して、昭和９年12月20日資本金100万円により東京都荒川区に帝国食品株式会社（初

代社長内田嘉十郎）を設立した。

昭和13年４月 福岡県小倉市（現・北九州市小倉北区）に九州営業所設置

昭和20年４月 東京工場内に本社事務所を設置

昭和26年３月 北海道函館市に函館支店・函館工場を開設

昭和37年11月 東京証券取引所の市場第２部へ上場

昭和53年７月 関西支店を大阪府茨木市の同卸売団地に開設

昭和54年10月 株式会社テイショクと社名変更

昭和61年10月 東京都荒川区に東京支店を開設

昭和62年４月 関西支店を兵庫県尼崎市に移転

昭和63年７月 ミヒロ食品株式会社と社名変更

 本社を東京都渋谷区に移転、不動産事業部を設置

平成４年10月 株式会社ローマイヤと合併

平成５年４月 エルエムフーズ株式会社と社名変更

平成５年９月 東京都中央区日本橋にビアレストラン「ローマイヤハウス日本橋店」を開店

平成６年10月 埼玉県大里郡妻沼町（現・熊谷市江波）にデリカセンターを開設

平成９年３月 函館工場を子会社ローマイヤデリカ株式会社に譲渡

平成11年７月 本社を東京都目黒区に移転

平成12年２月 スターゼン株式会社と資本提携を伴う業務提携契約を締結

平成12年10月 ローマイヤ株式会社と社名変更

平成13年３月 伝統食品部門を廃止

平成13年７月 ローマイヤデリカ株式会社の函館工場を閉鎖し譲渡

平成14年４月 ローマイヤデリカ株式会社を解散

平成14年12月 銀座ローマイヤレストラン株式会社（現・株式会社スターダイニングシステム）に出資

平成17年６月 スターゼン株式会社への第三者割当増資により同社の子会社となる

平成17年10月 株式会社栃木ゼンチクの営業全部を譲受

平成18年７月 本社を東京都品川区に移転

平成19年２月　 栃木工場がSQF2000（Safe Quality Food 2000)　の認証を取得

平成19年３月 子会社ローマイヤ販売株式会社を設立

平成19年３月 給食及び寮の受託管理業務撤退

平成19年４月 製販分離し、当社は製造事業に専念し、営業部門はスターゼン株式会社及びローマイヤ販売株式

会社へ譲渡

平成19年８月　 本社を栃木県那須塩原市に移転　

平成20年８月 ローマイヤ販売株式会社の第三者割当増資により、当社の子会社から除外 

平成20年10月 親会社スターゼン株式会社からハムソーセージ・デリカ販売事業を譲受

平成24年５月 スターゼン株式会社を完全親会社とし、当社を完全子会社とする株式交換契約の締結
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３【事業の内容】

　当社グループは当社及び当社の関係会社である親会社１社及び関連会社１社により構成されており、当社は当社の

親会社でありますスターゼン株式会社及びその関係会社で構成されるスターゼングループに属しております。　

　スターゼングループは主に食肉の処理加工及び販売、ハム・ソーセージ及び食肉加工品の製造販売、豚・牛の生産・

肥育等の食肉事業活動を行っており、当社は、親会社の子会社等より原材料の供給をうけ、食肉加工品（ハム・ソー

セージ等）及び惣菜等（グラタン・シチュー・おせち等）を製造し、また、親会社等からは商品を仕入れ、親会社、関

連会社及び親会社の子会社等を通じて商品・製品を販売しております。 

  なお、当社の報告セグメントは加工食品事業のみであるため事業系統図には関連づけておりません。　

［事業系統図］ 　
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４【関係会社の状況】

　　　　親会社であるスターゼン株式会社及び関連会社であるローマイヤ販売株式会社につきましては、「第５　経理の　

　　　状況　１　財務諸表等　（1）財務諸表　注記事項　（関連当事者情報）」に記載しているため、記載を省略して

　　　おります。　

　

５【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

 平成24年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

173（213） 39.2 16.0 4,228,537

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇　　

　用者数は年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　　３．当社の報告セグメントは加工食品事業のみであるためセグメント情報の記載を省略しております。

　

(2) 労働組合の状況

　当社の労働組合は「ローマイヤ労働組合」と称し、日本食品関連産業労働組合総連合会に属しております。当該労

働組合の組合員数は10名であります。なお、労使関係については特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当事業年度におけるわが国経済は、東日本大震災の被害に加え、電力供給の制約や原子力災害の影響を受け、また、

欧州債務問題に端を発した海外景気の減速や円高など、景気の先行きは極めて不透明な状況であります。 

　加工食品業界におきましても、個人所得の低迷や雇用不安による生活防衛意識からお客様の低価格志向・節約志

向が強まり、業者間での価格競争の激化、さらには放射能汚染による食品の安全性に対する懸念も相まって、厳しい

環境下で推移いたしました。　

　このような状況のもとで、当社は、当事業年度より「安全・安心な商品を製造・供給すること」に特化し、当社の

製品・商品の販売はスターゼングループの販売会社が担当することで役割と責任を明確にいたしました。当社は製

造と供給に経営資源を集中し、製造の合理化や生産性の向上を図るとともに、技術開発及び品質管理の強化拡充や

技術者の育成などに取り組み、より一層の安全・安心な製品造りに励んでまいりました。また、生産体制について

も、ハム・ソーセージの生産、ギフトセンターの機能を主幹工場である栃木工場に集中化し、業務の効率化ならびに

コスト削減に努めてまいりました。　　

しかしながら、当社のギフトとおせちの販売量は百貨店を中心として残念ながら前年を下回る結果となり、また、

ソーセージ用の羊腸をはじめとする原材料・資材価格の高止まり、燃料の高騰などで製造コストが上昇したことも

あり、当事業年度の売上高は119億73百万円（前年同期比5.5％減）、営業損失は１億20百万円（前年同期は営業利

益70百万円）、経常損失１億38百万円（前年同期は経常利益55百万円）となり、固定資産の減損損失や退職給付制

度改定による費用を特別損失に計上したため、当期純損失は１億99百万円（前年同期は当期純損失12億16百万円）

となりました。

　

　当社は報告セグメントが加工食品事業のみであるためセグメント情報の記載を省略しておりますが、当社の事業

の種類別の業績を示すと次のとおりです。　

①　加工食品事業

　当事業年度は放射能の汚染問題で食品の安全性が問われ、特に牛肉類などの食肉商品は売上が伸びず、当社

でもローストビーフや牛肉を主体としたミートギフトや惣菜等の販売量の減少を招きました。 

　　　ハム・ソーセージなどの食肉加工品につきましては、販売促進キャンペーンを実施し「フェストエッセンシ

リーズ」をはじめとして販売強化に努めましたが、所得環境の悪化から消費の低迷や低価格志向の影響を受

け、百貨店や通販企業などへ販売しております当社のギフト商品が前年を下回るなど苦戦を強いられました。

その結果、当事業年度の売上高は81億75百万円（前年同期比2.4％減）となりました。

　　　その他惣菜等につきましては、仕入先が被災したことにより店舗への納入が遅れたことやセシウム問題で焼肉

キット商品やステーキ類が奮わず、また、一段と業者間の価格競争も激しく、その結果、当事業年度の売上高は

37億95百万円（前年同期比11.6％減）となりました。

②　その他事業

　不動産の賃貸収入のみで、当事業年度の売上高は２百万円であります。

　 

(2）キャッシュ・フロー　

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下、資金という）は、営業キャッシュ・フローの増加分を機械

装置などの設備投資の支払などに充てておりますが、前事業年度末より10百万円増加（前年同期比23.9％増）し、

55百万円となっております。

　

 また、当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

　　　営業活動の結果得られた資金は83百万円（前年同期比63.8％減）となりました。これは主に売上債権の

　　減少額１億52百万円や減価償却費１億22百万円などが税引前当期純損失などを上回ったためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　投資活動の結果使用した資金は72百万円（前年同期比54.2％減）となりました。これは主に工場の生産

　　機械等の取得による支出などによるものであります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は０百万円（前年同期比99.3％減）となりました。これは主に関係会社短期

借入金の純増額が関係会社長期借入金及びリース債務の返済額とがほぼ同額となったことによるものであ

ります。　 　　
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２【生産・受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　　　当社の報告セグメントは加工食品事業のみであるためセグメント情報の記載を省略しておりますが、当事業年

　　度の生産実績を事業の種類別に示すと次のとおりであります。　

事業種類別

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日） 前年同期比（％）

重量（kg） 構成比（％）

加工食品事業 9,624,815 100.0 100.6

内、食肉加工品 9,069,232 94.2 98.8

内、その他惣菜等 555,583 5.8 140.8

その他事業　 － － －

計 9,624,815 100.0 100.6

　

(2）受注の状況　

　当社は見込生産を行っているため、該当事項はありません。

(3）販売実績

　　　当社の報告セグメントは加工食品事業のみであるためセグメント情報の記載を省略しておりますが、当事業年

　　度の販売実績を事業の種類別に示すと次のとおりであります。

　

事業種類別

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日） 前年同期比（％）

金額（千円） 構成比（％）

加工食品事業 11,970,906 99.9 94.5

内、食肉加工品 8,175,610 68.2   97.6

内、その他惣菜等 3,795,296 31.7 88.4

その他事業 2,400 0.1 100.0

計 11,973,306 100.0 94.5

（注）１．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであ

ります。

相手先

前事業年度
（自　平成22年４月１日
　　至　平成23年３月31日）　

当事業年度
（自　平成23年４月１日
　　至　平成24年３月31日）　

　金額（千円） 割合（％）　 　金額（千円） 割合（％）　

スターゼン広域販売株式会社　 499,687 3.9 2,574,414 21.5

スターゼン東日本販売株式会社 3,187,940　 25.2　 2,562,222　 21.4　

スターゼン北日本販売株式会社　 1,722,598　 13.6　 1,562,548　 13.1　

スターゼン西日本販売株式会社 1,330,756　 10.5　 1,288,560　 10.8　

スターゼン南日本販売株式会社 1,251,184　 9.9　 1,250,407　 10.4　

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 　
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３【対処すべき課題】

(1) 現状の認識と課題　

当社は、加工食品事業を拡大を図るため、スターゼングループ挙げての協力体制のもと、既存の取引先への拡売、

新チャネルへの販売強化及び新商品開発を強化し、「ローマイヤブランド」の一層の浸透を図ってまいります。生

産部門では、製造品目を集約化し生産効率の向上、省力化のための設備投資を積極的に行い、利益向上を図ってま

いります。更に、企業の生命線となる「安全・安心で正確な商品の供給体制の強化」及び「コンプライアンス」の

徹底、将来を見据えた「人材の育成」を推進してまいります。

当事業年度の営業利益、経常利益及び当期純利益はいずれも赤字となりました。震災や放射能の影響、ギフトの

販売量の減少、原材料、資材の高騰などの要因はありますが、今後、安定的に利益を計上できるよう、事業経営の一

層の迅速化と効率化を図り、利益体質の基盤を強化することが最重要課題だと認識しております。　　　　　　

　　 

(2) 対処方針および取組状況等　　　　

　当社は上記課題「安全で安心できる正確な製品を製造し、お客様にお届けする。」こと及び利益基盤の強化につ

いて、以下のことに取り組んでまいります。

（１）ローマイヤブランドの再構築

　　　①ローマイヤブランドの再構築（ブランドの基本要件の整理）

　　　②商品開発体制の刷新（社内体制強化と商品化の推進）

　　　③店舗運営の見直し（店舗デザイン、商品展示）

（２）生産品目の絞込みによる生産効率の向上

①ブランド整理に即した商品の統合と廃止（商品の集中化）

②非効率な生産となっている商品のリニューアル（生産性の低下要因の解消）

③新商品開発時の商品切替え（アイテム数の増加抑制）

④新商品・リニューアル商品の評価（発売３ヶ月後の実績で継続・廃止を決定）

（３）安定生産数量の確保と正確な出荷体制づくり

①ギフト事業拡大の為、企画・開発・生産・出荷までの通年ギフト体制の構築

②生産計画に沿った製造と出荷体制のシステムの構築（在庫管理の強化）　

（４）販売数量拡大のための販促の実施

①スターゼングループの販売会社との販売連携強化

②季節ごとの販促企画を立案（年間での計画立案）

（５）安定した品質を提供できる体制づくり

①ＳＱＦ２０００の遵守と５Ｓの徹底を三現主義（現場・現物・現実）の実践

②製造技術者・機械装置技術者の養成と徹底した現場指導、技術向上の取組

③品質管理者・生産管理者の養成を目的に外部研修及び外部指導者の招聘

 （６）コンプライアンスの遵守と諸管理の徹底

　　　　①コンプライアンスの遵守の徹底

　　　　②経費管理　　経費の圧縮（緻密な計画生産の実行）　時間外管理の徹底

　　　　③設備投資（省力化・合理化投資の場合）の投資効果管理の徹底

　　　　④債権・在庫管理の強化

 

４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 食肉製品の原料について

　当社の製品の原料は、主として豚肉でありますが、その他牛肉や鶏肉を使用しており、その原料の原産国は日本国

内、アメリカ、カナダ、デンマーク、オーストラリア、アジア等各国にわたっております。豚・牛は口蹄疫、牛はＢＳ

Ｅ、鶏は鳥インフルエンザなど世界各国で発生し問題となっております。安全面、価格面、仕入量の確保など、当社の

製品価格や販売に影響を及ぼす可能性があります。 

　当社は親会社である食肉卸大手のスターゼン株式会社と業務提携を締結しており、トレーサビリティーの確かな

原料の使用、原料の安定供給などの恩恵を受けております。
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(2) 食品の表示について

　食品の多様化、消費者の食品の品質及び安全性や健康に対する関心の高まり等に対応して、アレルギー物質、添加

物、賞味期限などの食品の表示制度が充実強化され、違反した場合の罰則も厳しくなっております。当社は細心の注

意を払って、仕入業者から成分表を取り寄せ調査分析を行っておりますが、万が一にも混入または誤表示すること

はないとは言い切れないリスクを負っております。

　

(3) 個人情報漏洩等について 

　当社は、平成17年４月１日より施行されました個人情報保護法を遵守するために、平成17年３月16日に「個人情報

の取り扱いに関する規定」及び「個人情報の取り扱いに関する細則」を制定するとともに、全従業員に周知徹底を

図っております。当社は中元や歳暮ギフトのご依頼主やお届け先の個人情報を取り扱っております。また、ギフトの

配送を宅配業者に依頼しております。当社は個人情報保護の重要性を従業員に十分に認識させ、保管管理を徹底し

ておりますが、万一個人情報の漏洩や不正利用などが生じた場合、個人情報保護法に基づく業務規定違反として勧

告、命令、罰則処分を受ける可能性があります。これにより、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

（4） 固定資産の減損損失について　　　　

　当社が保有する固定資産の価値が経済情勢などの変化により下落した場合には、必要な減損処理を実施すること

になり、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。　

　

（5） 厚生年金基金について　

　　　当社が加盟しております日本ハム・ソーセージ工業厚生年金基金は、総合設立型で複数事業主制度であります。制度

全体の積立状況は「年金資産の額」と「年金財政計算上の給付債務の額」と比べて債務の額が超過している状況

であります。本制度上、自社の拠出に対応する年金資産及び給付債務の額が合理的に算出できません。本基金の解散

や当社が本基金を脱退した場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 　

　

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

　

　

６【研究開発活動】

　当社は加工食品事業において「食を通じて社会に貢献する」をビジョンに掲げており、「お客様第一主義」を基

本理念としております。つまり、お客様には美味しく、安全であり、安心して召し上がっていただけることを基本コ

ンセプトとして新商品の開発に取り組んでおります。当社は、営業部門の商品企画開発担当者と製造部門の栃木・

埼玉両工場技術開発担当者が精力的に製品の研究開発活動を行っており、ブランドイメージ向上をもとにギフト商

品の開発、ハレの日・季節商品の開発など、常に市場のニーズに沿った新商品の研究開発を行っております。また、

栃木工場はＳＱＦ2000（Safe Quality Food 2000）の認証を取得しており、一層の食品の安全と品質の確保に努め

ております。更に、工場内では安定した品質の確保や省力化のための設備投資を積極的に行い、環境保全を重視した

生産体制で、お客様本位の製品造りに精進しております。

　今後もマーケティング活動で市場のニーズを把握し、ローマイヤブランドにふさわしい商品を開発するとともに、

安全・安心な製品造りに邁進てまいります。

　なお、当事業年度の研究開発費は19,632千円であります。 
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

(1) 重要な会計方針および見積り

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されております。

　当社経営陣は、財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数字及び偶発資産・負債の開示、並びに

報告期間における収入・費用の報告数字に影響を与える見積り及び仮定設定を行わなければなりません。経営陣

は、貸倒債権、退職給付費用に関する見積り及び判断に対して、継続して評価を行っております。経営陣は、過去の実

績や状況に応じ合理的だと考えられる様々な要因に基づき、見積り及び判断を行い、その結果は、他の方法では判定

しにくい資産・負債の簿価及び収入・費用の報告数字についての基礎となります。実際の結果は、見積り特有の不

確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

　当社は、特に以下の重要な会計方針が、当社の財務諸表の作成において使用される当社の重要な判断と見積りに大

きな影響を及ぼすと考えております。

①　貸倒引当金

　当社は売上債権等に対して顧客の支払不能時に発生する損失の見積り額に基づき、貸倒引当金を計上しており

ます。顧客の財務状態が悪化し、その支払い能力が低下した場合、追加引当が必要となる可能性があります。

②　退職給付引当金

　当社は従業員の退職給付に備えるため退職一時金を計上しております。見積り計算につきましては、期末自己都

合要支給額をもって退職給付債務としております。

 

(2) 当事業年度の経営成績の分析

　当事業年度は放射能の汚染問題で食品の安全性が問われ、特に牛肉類などの食肉商品は売上が伸びず、当社でも

ローストビーフや牛肉を主体としたミートギフトや惣菜等の販売量の減少を招きました。 

　ハム・ソーセージなどの食肉加工品につきましては、販売促進キャンペーンを実施し「フェストエッセンシリ

ーズ」をはじめとして販売強化に努めましたが、所得環境の悪化から消費の低迷や低価格志向の影響を受け、百

貨店や通販企業などへ販売しております当社のギフト・おせち商品が前年を下回るなど苦戦を強いられました。そ

の結果、売上高は119億73百万円（前年同期比5.5％減）となりました。売上原価では、原価低減の取組みとして工

程改善や原料・副原料などの仕入を見直し、また、工場の機械設備を更新し生産性向上を図りましたが、ソーセー

ジ用の羊腸をはじめとする原材料・資材の高止まり、燃料の高騰があったことから、売上原価は108億61百万円

（前年同期比1.5％減）となり、販売費及び一般管理費を差し引いた営業損失は１億20百万円（前年同期は営業利

益70百万円）となりました。

　営業外損益は営業外収益が３百万円（前年同期比39.3％減）、営業外費用が20百万円（前年同期比6.0％増）とな

り、経常損失は１億38百万円（前年同期は経常利益55百万円）となりました。

　特別損益は、埼玉工場の固定資産の減損損失、退職給付制度改定による費用を特別損失で51百万円計上しており、

法人税、住民税及び事業税を加えた当期純損失は１億99百万円（前年同期は当期純損失12億16百万円）になりまし

た。

 

(3) 財政状態の分析

　当事業年度のキャッシュ・フローにつきましては、１[業績等の概要]（2）キャッシュ・フローのとおりです。

①　資産の部

　当事業年度末の総資産は24億41百万円で、前事業年度末と比べ１億96百万円減少いたしました。うち流動資産は

16億円で前事業年度末より１億24百万円減少いたしました。売掛金が１億52百万円減少したことが主要因であり

ます。固定資産は８億41百万円で前事業年度末より72百万円減少いたしました。主なものは、有形固定資産の減価

償却や減損損失計上により減少したことによるものであります。

②　負債の部　 

　当事業年度末の負債合計は23億円で、前事業年度末より１百万円増加いたしました。うち流動負債は19億49百万

円で前事業年度末より１億34百万円増加いたしました。関係会社短期借入金が１億５百万円、買掛金が22百万円

それぞれ前事業年度末より増加したことなどによるものです。固定負債は３億51百万円で関係会社長期借入金、

リース債務の返済などで前事業年度末より１億32百万円減少しております。

③　純資産の部

　当事業年度末の純資産は１億40百万円で、当事業年度の当期純損失により前事業年度末と比べ１億98百万円減

少いたしました。

　

EDINET提出書類

ローマイヤ株式会社(E00451)

有価証券報告書

11/61



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当事業年度の主な設備投資等

　当事業年度における有形固定資産の設備投資額は77百万円であります。その主なものは、栃木工場ではギフト生産

用の機械装置などであり、埼玉工場では外溝工事（緑化工事）などであります。当事業年度の設備投資額の内、10百

万円はリース資産への投資であります。

　なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

 

２【主要な設備の状況】

　当社の報告セグメントは加工食品事業のみであるためセグメント情報の記載を省略しておりますが、当事業年度の

当社における主要な設備を種類別に示すと次のとおりであります。

 （平成24年３月31日現在）

事業所名
（所在地）

事業種類別の
名称

設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び
構築物
（千円）

機械装置
及び運搬具
（千円）

工具器具
及び備品
（千円）

土地
（千円）
（面積㎡）

リース資産
（千円）

合計
（千円）

埼玉工場

（埼玉県熊谷市）
加工食品事業

加工食品

製造設備
0 0 0

320,320

(19,249.42)
0 320,320

26

[53]

栃木工場

（栃木県那須塩原

市）

加工食品事業
加工食品

製造設備
13,559247,30412,379     － 105,936379,179

120

[166]

賃貸物件他 その他事業 賃貸他   － －    －
73,820

(15,250.78)
  －  73,820

－

 [－]　

１．帳簿価額には、消費税等を含めておりません。

２．従業員数の［　］は、臨時従業員数を外書しております。

３. 埼玉工場の固定資産は減損しております。　

４．上記のほか、主要な賃借している設備として、以下のものがあります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成24年３月31日現在）

　事業所名

（所在地）　
　設備の内容　　　　　　 　従業員数（人）

土地面積

（㎡）　

年間賃借料

（千円）　

　栃木工場

（栃木県那須塩原市）　

　加工食品製造設備

　　　（賃借）　
　　　　　120［166］ 　　　　 　　40,492.37　　　　　 　　198,912

　埼玉工場

（埼玉県熊谷市）　

　加工食品製造設備

　　　（賃借）　
　　 　　 26［53］ 　　　　　　 　 　　－ 　　　 　　 　　36,576

　

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当事業年度末現在において、重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 65,900,000

計 65,900,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成24年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成24年６月28日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 31,337,000 31,337,000
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株 

計 31,337,000 31,337,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成17年６月６日

（注）
10,937 31,337 699,9681,699,968699,968 899,968

（注）　有償第三者割当

発行価格　　　128円

資本組入額　　 64円

割当先　　　　スターゼン株式会社

（６）【所有者別状況】

 平成24年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 14 54 2 4 8,791 8,867 　

所有株式数

（単元）
－ 2 121 18,269 5 4 12,533 30,934403,000

所有株式数の

割合（％）
－ 0.01 0.39 59.06 0.02 0.01 40.51 100.00 　

（注）自己株式168,618株は、「個人その他」に168単元及び「単元未満株式の状況」に618株を含めて記載しておりま

す。
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（７）【大株主の状況】

 平成24年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

スターゼン株式会社 東京都港区港南1-6-41 18,108 57.78

ローマイヤ従業員持株会 栃木県那須塩原市島方457番地４ 157 0.50

戸谷　義幸 東京都品川区 50 0.15

吉田　茂 栃木県宇都宮市 46 0.14

松井証券株式会社　 東京都千代田区麹町1-4　 41 0.13

柳原　広伸 東京都小金井市 39 0.12

小松崎　壽文 茨城県東茨城郡茨城町 36 0.11

因田　房生 神奈川県川崎市宮前区 36 0.11

曽根　盛久 神奈川県横浜市栄区 36 0.11

三木　潤一 奈良県奈良市 28 0.08

計 － 18,577 59.28

（注）　上記のほか、自己株式が168千株あります。

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式    168,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 30,766,000 30,766 －

単元未満株式 普通株式 　 403,000 － －

発行済株式総数 31,337,000 － －

総株主の議決権 － 30,766 －

 

②【自己株式等】

 平成24年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ローマイヤ株式会

社

栃木県那須塩原市

島方457番地4
168,000 － 168,000 0.54

計 － 168,000 － 168,000 0.54
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

　

　

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区　分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 6,613 646,991

当期間における取得自己株式 904 88,592

（注）当期間における取得自己株式には、平成24年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式
－ － － －

その他

(－)
－ － － －

保有自己株式数 168,618 － 169,522 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成24年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りによる株式は含まれておりません。

３【配当政策】

　利益配分の基本方針につきましては、当社は株主の皆様に対して利益配分が企業の重要な責務であると認識してお

り、そのためには、確固たる経営基盤を築き利益体質を確立し、一日も早く業績に裏づけされた成果の配分を行うこと

ができるよう努力してまいります。

　当社は、期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。この剰余金の配当の決定機関は株

主総会であります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当はありません。　　
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期
決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

最高（円） 146 123 115 108 150

最低（円） 95 68 77 83 90

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものです。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成23年10月 11月 12月 平成24年１月 ２月 ３月

最高（円） 93 92 94 99 150 119

最低（円） 90 90 91 92 96 98

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものです。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

取締役社長

(代表取締役)

　

　 植平　明成　 昭和27年５月26日生　

昭和50年３月 ㈱イトーヨーカ堂　入社

昭和64年１月 同社　シアトル駐在事務所長

平成５年１月 同社　精肉部チーフバイヤー

平成17年３月 ㈱天神屋　入社

平成18年４月 同社　取締役

平成20年11月 ㈱スターゼンミートグループ（現　スターゼ

ンミートプロセッサー㈱）　入社

平成21年２月 ローマイヤ販売㈱ 代表取締役社長（現任）

　　　　　　　㈱スターゼン商品開発研究所　取締役

　　　　　　　（現任）　　　

平成23年６月 当社　代表取締役社長（現任）　

（注)２　 8

常務取締役
総務経理

担当
野口　一世 昭和22年４月９日生

平成２年７月 ㈱ローマイヤ（現 ローマイヤ㈱）経理部長

平成３年５月 同社　取締役　経理部長

平成４年６月 当社　取締役　経理部長

平成13年６月 当社　取締役　財務経理部長

平成15年６月 当社　常務取締役（現任）

(注)２ 20

常務取締役 社長補佐 青木　兼博 昭和27年３月19日生

平成15年２月 スターゼン㈱　販売本部　入社

平成19年３月 同社　ハムソーセージ・デリカ販促部部長

平成20年６月 当社　取締役

　　　　　　 ローマイヤ販売㈱取締役（現任） 

平成22年４月 当社　常務取締役（現任）

(注)２ 12

取締役　 　 横田　和彦　 昭和39年３月18日生　

昭和61年４月 スターゼン㈱　販売本部藤沢営業所　入社

平成11年３月 同社　販売本部藤沢営業所　所長　

平成18年２月 同社　量販事業部　部長　

平成20年10月 ㈱スターゼンミートグループ（現スターゼ

ンミートプロセッサー㈱）広域販売部部長　

平成22年10月 スターゼン広域販売㈱　代表取締役社長

　　　　　　 （現任）

平成23年６月 当社　取締役（現任）　

（注)２　 －

監査役

（常勤）
 梅本　敏雄 昭和26年９月１日生

昭和58年２月 ㈱ローマイヤ（現　ローマイヤ㈱）　入社

平成９年11月 同社　総務人事部　部長代理

平成13年４月 当社　総務人事部長

平成23年６月 当社　常勤監査役（現任）

(注)３ 5

監査役  
中井　俊夫

(注)１
昭和29年８月３日生

平成５年７月 ㈱ゼンチク（現スターゼン㈱）

経理部経理室長

平成12年３月 同社　財務部長

平成12年６月 当社　監査役

平成16年10月 スターゼン㈱

財務経理統括部長兼財務部長

平成17年４月 同社　執行役員

財務経理統括部長兼財務部長

平成17年６月 当社　監査役（現任）

平成21年４月 スターゼン㈱　執行役員

財務経理本部長

平成23年６月 同社　常務取締役　常務執行役員　財務経理本

部長（現任） 

(注)３ 7

監査役  
熊谷　章

(注)１
昭和34年４月24日生

平成元年４月 弁護士登録

平成17年４月 最高裁判所司法研修所　弁護教官

平成19年６月 当社　監査役（現任）

(注)３ －

監査役  
定信　隆壮　

(注)１
昭和34年３月17日生　

平成20年６月 スターゼン㈱　財務経理統括部　入社

平成20年10月 同社　審査文書部長

平成21年７月 同社　財務経理本部　財務部長（現任）

平成23年６月 当社　監査役（現任）

(注)３ －

    計 　  52

（注）１．中井俊夫、熊谷章および定信隆壮の３名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．平成24年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

３．平成23年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

    ①　企業統治の体制

　　　　・企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由

　当社のビジョンは「食を通して社会に貢献する」ことであり、株主、お客様、取引先、従業員など様々なス

テークホルダーから信頼されるよう、透明性の高い公正な経営とコンプライアンスの徹底を図り、企業価値

を高めていくことをコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方としております。  

　特に食品に携わるものとして「安全で安心できる製品造り」を基本理念とし、クレーム防止委員会及び

ＳＱＦ委員会を設け、社内管理体制を強化しております。また、スターゼングループではお客様相談室を通

じお客様のご要望やご不満な点を直ちに当社経営幹部に報告できる体制を整えております。

　当社では、取締役会は取締役４名で構成され、毎月１回開催し、重要事項はすべて付議され、業績の進捗状

況につきましても議論し具体的な対策等が決定されております。また、必要に応じて臨時取締役会を開催

し、会社の方針並びに業務執行上の重要事項を決議しております。 

　また、当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役１名、社外監査役３名で構成されており、定例取締役

会、臨時取締役会及び必要に応じて各種の会議にも積極的に参加し、取締役の業務執行を監査しておりま

す。　

　当社は、取締役会における機動的な意思決定を図る一方で、監査役４名のうち３名を社外監査役とするこ

とで、監査体制の独立性及び中立性を一層高めるとともに、外部からの経営監視機能を強化するため、当該

体制を採用しております。

　　　　　　当社の企業統治の体制
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　　　　・内部統制システムの整備の状況 

　当社は、財務報告の信頼性を確保するため、基本的な方針の決定、方針の展開、内部統制の構築及び評価

における全社的な管理体制、手順並びに日程等を「財務報告に係る基本方針」に定め、財務報告に係る

内部統制の有効かつ効率的な構築及び評価を行っております。

　

 　　　　なお、取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務の適　　　

　　　 正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりです。

 (1)取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

    ①  当社の全役員、社員を対象としたローマイヤ行動規範と行動指針を定めます。

    ②  総務部においてコンプライアンスの取組を横断的に統括することとし、内部監査部署は連携して

      コンプライアンスの状況を監査し、その内容を定期的に取締役会及び監査役会に報告するものとし

     ます。

    ③　法令上疑義のある行為等について従業員が直接情報提供を行う手段として「コンプライアンス相

      談窓口」を設け、企業活動の健全性と適合を確保します。

 (2)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

    ①　文書管理に関する規程を定めこれに従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体

      に記録し、保存します。

    ②　取締役及び監査役は、常時これらの文書等を閲覧できるものとします。

 (3)損失の危機の管理に関する規程その他の体制

    ①　リスク管理規程を定め、組織横断的リスク状況の監視並びに全社的対応は総務部が行い、各部門

      所管業務に付随するリスク管理は担当部門が行うこととします。

    ②　新たに生じたリスクについては取締役会において速やかに担当部署を定めます。

 (4)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

    ①　取締役会は月１回の定例取締役会と臨時取締役会を機動的に開催し迅速な決定を行います。   

    ②　中期経営計画と年次計画を策定し、月次定例幹部会議で業績管理を行います。

    ③　日常業務は職務権限・意思決定ルールにより執行します。

 (5)当社及び親会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

    ①　親会社とは協力関係を保ちつつ事業展開をしてまいりますが、業務執行にあたっては当社の事業

      内容を踏まえつつ、当社独自で意思決定をし、独立性を確保します。

    ②　当社において親会社の内部監査部署の定期的内部監査を受け入れ、その報告を受けると共に、コ

      ンプライアンス上の課題及び効率性の観点から課題を把握します。

 (6)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並

び

    にその使用人の取締役からの独立性に関する事項

    ①　監査役（会）が補助人を求めた場合は、内部監査部署の社員が協力するものとします。

    ②　その場合、該当する内部監査部署の社員の人事事項に関しては監査役（会）と意見交換するもの

      とします。

 (7)取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

  監査役（会）と協議のうえ、取締役及び社員が、監査役（会）に対して、当社及び親会社に重大な影 

  響を及ぼす事項等を速やかに報告する体制を整備します。

 (8)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

    監査役（会）の求めに応じて、代表取締役との意見交換会を設定します。

　

 ・リスク管理体制の整備の状況　

　リスク管理体制につきましては、当社の親会社でありますスターゼン株式会社が中心となり、当社を含

むスターゼングループ全体でのリスク管理体制としております。スターゼングループのリスク管理規程

はリスク管理についての基本方針及び管理・推進体制を定め、併せて重大リスクが顕在化した際の危機

管理に関する対応を定め、リスク管理の実践を通じ、事業の継続、安定的発展を確保することを基本方針

としております。 

  具体的には、スターゼン株式会社の取締役会の下にリスク管理委員会を設置し、当社の取締役が出席

し、リスク管理に関する方針・体制及び対策を検討しております。また、リスク管理の計画の策定及び運

用・推進、顕在化したリスク等の分析とリスク評価の見直しを行うとともに、その予防・再発防止等の

対応策を検討しております。

　なお、スターゼングループのリスク管理委員会で討議された内容は、出席した当社の取締役より代表取

締役に報告されており、リスク管理の実効性を確保しております。 　
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  ②　内部監査及び監査役監査の状況

　当社の内部監査規程は、当社における内部監査制度の設定、内部監査の計画・実施及び報告に関する基本

的事項を定め、その円滑かつ効果的な運営に資することを目的としております。また、内部監査は、会社の組

織、制度及び業務が経営方針及び諸規定に準拠し、効率的に運用されているかを検証、評価及び助言するこ

とにより、不正、誤謬の未然防止、正確な管理情報の提供、財産の保全、業務活動の改善向上を図り、経営効率

の増進に資することを目的としております。 

　内部監査につきましては、当社の親会社でありますスターゼン株式会社の内部監査部から、独立的評価を

行える部門として監査を受けており、その監査結果は代表取締役社長及び監査役に報告され、内部監査の実

効性を確保しております。

　監査役は内部監査の担当部門でありますスターゼン株式会社の内部監査部や監査法人と意見交換を行う

などお互いに連携を図り、効果的な監査の実施に努めております。　

 ③　社外取締役及び社外監査役

　イ．当社の社外監査役は３名であります。

　ロ．会社との関係

　社外監査役に関しまして、人的関係、資本的関係または取引関係その他利害関係につきましては記載す

べき事項はありません。　　　

ハ．企業統治において果たす機能及び役割　

　　当社は社外取締役を選任しておりません。社外監査役は、会計監査人より監査結果等について定期的　　

　に報告を受けるほか、必要に応じて適宜意見交換を行い、各々の監査の実効性確保に努めており、独立

　的な立場から業務執行を監査しております。

　　当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針を具体的には定め

　ておりませんが、選任にあたっては、㈱東京証券取引所の定める独立役員の独立性に関する判断基準等

　を参考にしております。

ニ．社外監査役の選任状況

・社外監査役　中井俊夫氏は親会社であるスターゼン株式会社の常務取締役執行役員、財務経理本部長で

　あり、財務及び経理に関する相当程度の知見を有すること等を勘案し、当社の監査役として適任である

　と判断し、選任しております。

・社外監査役　定信隆壮氏は親会社であるスターゼン株式会社の財務部長であり、財務及び経理に関する

　相当程度の知見を有すること等を勘案し、当社の監査役として適任であると判断し、選任しておりま

　す。

・社外監査役　熊谷章氏は弁護士であり、専門的知識と経験に基づき、客観的な視点から当社の経営を監

　査していただくため、選任しております。　　　

　　ホ．会計監査及び内部監査との連携

　　　　社外監査役は、会計監査人より監査結果等の報告を受けるほか、必要に応じて適宜意見を交換しており　

　　　ます。また、内部監査担当部門であるスターゼン株式会社の内部監査部と密接な意見交換を行うなどお互

　　　いに連携を図り、効果的な監査の実施に務めております。　　 　　　 　　　

　

　   当社は社外取締役を選任しておりません。当社は、経営の意思決定機能を持つ取締役会に対し、監査役４

　 名中の３名を社外監査役にすることで経営への監視機能を強化しております。コーポレートガバナンスにお

　 いて、外部からの客観的、中立の経営監視の機能が重要だと考えており、社外監査役３名による監査が実施

   されることにより、外部からの経営監視機能が十分に機能する体制が整っているため、現状の体制としてお

   ります。

  　 ④　役員報酬等 　

　　　イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数　

役員区分

　

　報酬等の総額

　　（千円）

　

　報酬等の種類別の総額（千円）

　

対象となる

役員の員数

　
基本報酬 賞与　　 退職慰労金

　取締役　 　　　 　55,498　 　  　55,498　       　－       　－ 　　    6

　監査役

（社外監査役を除く）　
        　7,402　        7,402　      － 　      － 　      2

　社外役員         　3,375　        3,375　      － 　      － 　      1

　　　（注）取締役の基本報酬には、使用人兼務役員の使用人分給与は含まれておりません。　　　     
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          ロ．使用人兼務役員の使用人分給与の内重要なもの

　　　　　該当事項はありません。
　
　 　 ハ. 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法　　　　　　　　　　　　　　　　

 　　　　 当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。　　　
　
　 ⑤ 株式の保有状況

　　　イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　　　　　６銘柄　　8,366千円　
　
　　　ロ．保有目的が純投資以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的　

　　　　（前事業年度）

　　　　　　特定投資株式　

　銘　柄 　株式数（㈱） 貸借対照表計上額（千円） 　保有目的

　㈱高島屋 3,000 1,593　取引関係の促進

　㈱松屋 3,966 1,800　取引関係の促進

　Ｊ・フロントリティリン

　グ㈱　
6,422 2,222　取引関係の促進

　

　　　　（当事業年度）

　　　　　　特定投資株式　　　

銘　柄 株式数（㈱）　 貸借対照表計上額（千円） 　保有目的

　㈱高島屋 　　　　　　　3,000 　　　　　　　　　　2,061 　取引関係の促進

　㈱松屋 　　　　　　　4,217 　　　　　　　　　　3,129 　取引関係の促進

　Ｊ・フロントリティリン

　グ㈱
　　　　　　　6,876 　　　　　　　　　　3,176 　取引関係の促進

　　　

　　　ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並

　　　　　びに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　　　　　　　該当事項はありません。　

 

 ⑥　会計監査の状況

　当社は新日本有限責任監査法人が監査を行っており、会社法及び金融商品取引法について 監査契約を締結し

ております。当社の監査業務を執行した公認会計士等は以下のとおりです。

　　 業務を執行した公認会計士

　   新日本有限責任監査法人

   指定有限責任社員　業務執行社員　　　　大橋　洋史

　 指定有限責任社員　業務執行社員　　　　大森　茂伸　

   指定有限責任社員　業務執行社員　　　　新居　伸浩

　     会計監査業務に係る補助者の構成（主たる構成員）

　　　　 公認会計士　６名　　　　その他６名

　監査チームは、主に当社の属する業界及び事業内容に精通した者で構成されている。

 
 

 ⑦　取締役の定数

　 当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。
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 ⑧　取締役の選任及び解任の決議要件

  当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する 

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　また、解任決議について、議決権を行使することができる株主の過半数を有する株主が出席し、その議決権の３

分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

　

  ⑨　株主総会決議事項を取締役会で決議できることとしている事項 

　 取締役及び監査役の責任免除

　当社は、取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できることを目的として、会社法第426条第１ 項

の規定により、取締役会の決議をもって、会社法第423条第１項の取締役（取締役であった者を含む。）及び監

査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除できる旨を定めております。

　

　 ⑩　株主総会の特別決議要件

　当社は株主総会の円滑な運営を目的として、会社法309条第２項に定める決議は、議決権を行使することがで

きる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に

定めております。　

　

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）

 20,000  －  19,000  －

 

②【その他重要な報酬の内容】

　　該当事項はありません。　

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前事業年度）

　　　該当事項はありません。　

（当事業年度）

　　　該当事項はありません。　

 

④【監査報酬の決定方針】　

　該当事項はありませんが、監査日数、当社の規模・業務の特性等の要素を勘案して決定しております。　　
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

　　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成23年４月１日から平成24年３月31日

まで）に係る財務諸表について、新日本有限責任監査法人による監査を受けております。

　

３．連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

　

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて　

 　当社は、財務諸表等の適正性を確保するため特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

　適切に把握し、又は、会計基準等の変更等について適格に対応することができる体制を整備するため、公益財団

　法人財務会計基準機構へ加入し、各セミナーに参加しております。
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１【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 44,480 55,099

売掛金 ※1
 1,154,122

※1
 1,001,675

商品及び製品 297,046 321,018

仕掛品 15,819 13,158

原材料及び貯蔵品 193,561 191,569

未収入金 7,156 6,456

その他 13,069 11,556

貸倒引当金 △511 －

流動資産合計 1,724,744 1,600,532

固定資産

有形固定資産

建物 131,925 141,179

減価償却累計額 △126,213 △127,761

建物（純額） 5,711 13,418

構築物 5,637 8,222

減価償却累計額 △5,637 △8,081

構築物（純額） 0 140

機械及び装置 439,731 464,209

減価償却累計額 △143,301 △221,551

機械及び装置（純額） 296,429 242,658

車両運搬具 43,765 45,505

減価償却累計額 △34,892 △40,859

車両運搬具（純額） 8,872 4,645

工具、器具及び備品 72,703 82,441

減価償却累計額 △41,464 △47,420

工具、器具及び備品（純額） ※2
 31,239

※2
 35,021

土地 ※2
 394,140

※2
 394,140

リース資産 193,479 193,705

減価償却累計額 △63,813 △85,668

リース資産（純額） 129,666 108,036

有形固定資産合計 866,059 798,062

無形固定資産

のれん 20,000 10,000

電話加入権 4,748 4,748

ソフトウエア 2,920 4,311

その他 3,424 3,019

無形固定資産合計 31,093 22,080
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(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 5,615 8,366

関係会社株式 0 0

出資金 5,278 5,278

差入保証金 5,578 6,392

その他 363 1,133

投資その他の資産合計 16,835 21,170

固定資産合計 913,987 841,313

資産合計 2,638,731 2,441,845

負債の部

流動負債

買掛金 ※1
 913,496

※1
 936,352

関係会社短期借入金 ※2,3
 424,441

※2,3
 529,781

1年内返済予定の関係会社長期借入金 ※2
 72,000

※2
 72,000

リース債務 28,905 30,189

未払金 138,759 110,570

関係会社未払金 1,472 56,741

未払費用 74,026 62,191

未払法人税等 15,646 14,362

未払消費税等 9,892 2,294

賞与引当金 100,882 88,856

リース資産減損勘定 18,532 18,162

その他 17,247 27,803

流動負債合計 1,815,302 1,949,306

固定負債

関係会社長期借入金 ※2
 206,000

※2
 134,000

リース債務 118,994 94,406

繰延税金負債 － 778

退職給付引当金 110,899 101,709

長期預り保証金 1,004 1,004

長期未払金 19,765 10,151

長期リース資産減損勘定 27,680 9,517

固定負債合計 484,343 351,567

負債合計 2,299,646 2,300,874
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(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,699,968 1,699,968

資本剰余金

資本準備金 899,968 899,968

その他資本剰余金 9,872 9,872

資本剰余金合計 909,840 909,840

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △2,252,538 △2,451,697

利益剰余金合計 △2,252,538 △2,451,697

自己株式 △17,775 △18,422

株主資本合計 339,494 139,688

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △408 1,283

評価・換算差額等合計 △408 1,283

純資産合計 339,085 140,971

負債純資産合計 2,638,731 2,441,845
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

売上高 ※2
 12,674,313

※2
 11,973,306

売上原価

製品売上原価

製品期首たな卸高 171,230 167,660

当期製品製造原価 ※2,5
 7,103,602

※2,5
 7,260,093

合計 7,274,833 7,427,753

製品他勘定振替高 ※3
 33,980

※3
 24,735

製品期末たな卸高 167,660 185,527

製品売上原価 7,073,192 7,217,490

商品売上原価

商品期首たな卸高 105,552 129,386

当期商品仕入高 ※2
 3,989,915

※2
 3,667,039

合計 4,095,467 3,796,425

商品他勘定振替高 13,557 17,696

商品期末たな卸高 ※1
 129,386

※1
 135,490

商品売上原価 3,952,524 3,643,238

不動産売上原価 397 397

売上原価合計 11,026,114 10,861,126

売上総利益 1,648,198 1,112,180

販売費及び一般管理費 ※2,3,4,5
 1,577,936

※2,3,4,5
 1,232,880

営業利益又は営業損失（△） 70,261 △120,699

営業外収益

受取利息 99 38

受取配当金 93 75

受取手数料 891 672

協賛金収入 1,355 －

貸倒引当金戻入額 169 511

雑収入 2,582 1,853

営業外収益合計 5,192 3,152

営業外費用

支払利息 ※2
 17,755

※2
 18,429

雑損失 1,762 2,256

営業外費用合計 19,518 20,686

経常利益又は経常損失（△） 55,935 △138,234

特別利益

投資有価証券売却益 3,499 －

特別利益合計 3,499 －

EDINET提出書類

ローマイヤ株式会社(E00451)

有価証券報告書

27/61



(単位：千円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

特別損失

投資有価証券売却損 805 －

減損損失 ※6
 1,240,306

※6
 20,558

災害による損失 ※3,7
 24,908 －

退職給付制度改定損 － 30,900

特別損失合計 1,266,021 51,458

税引前当期純損失（△） △1,206,585 △189,693

法人税、住民税及び事業税 9,466 9,466

法人税等合計 9,466 9,466

当期純損失（△） △1,216,051 △199,159
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

１．原材料費  4,709,78466.3 4,892,06867.4
２．労務費  1,173,10516.5 1,147,58115.8
３．経費 ※　 1,220,28717.2 1,217,78116.8
当期総製造費用  7,103,176100.0 7,257,431100.0
期首仕掛品たな卸高  16,245    15,819    
期末仕掛品たな卸高  15,819    13,158    
当期製品製造原価  7,103,602    7,260,093    
                  

　※　主な内訳は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

　
　
　

項目 金額（千円） 金額（千円） 　
　器具賃借料 90,649 68,023     
　地代家賃 196,390 210,403     
　水道光熱費 235,532 259,948     
　荷造梱包費 119,262 126,088     
   減価償却費 141,463 115,279     

　（脚注）

前事業年度
（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

原価計算の方法

　当社の原価計算は組別総合原価計算を採用しておりま

す。

原価計算の方法

　　　　　　　　　同左
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,699,968 1,699,968

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,699,968 1,699,968

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 899,968 899,968

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 899,968 899,968

その他資本剰余金

当期首残高 9,872 9,872

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,872 9,872

資本剰余金合計

当期首残高 909,840 909,840

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 909,840 909,840

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △1,036,486 △2,252,538

当期変動額

当期純損失（△） △1,216,051 △199,159

当期変動額合計 △1,216,051 △199,159

当期末残高 △2,252,538 △2,451,697

自己株式

当期首残高 △17,286 △17,775

当期変動額

自己株式の取得 △488 △646

当期変動額合計 △488 △646

当期末残高 △17,775 △18,422

株主資本合計

当期首残高 1,556,034 339,494

当期変動額

当期純損失（△） △1,216,051 △199,159
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

自己株式の取得 △488 △646

当期変動額合計 △1,216,540 △199,806

当期末残高 339,494 139,688

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 1,472 △408

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,881 1,692

当期変動額合計 △1,881 1,692

当期末残高 △408 1,283

純資産合計

当期首残高 1,557,507 339,085

当期変動額

当期純損失（△） △1,216,051 △199,159

自己株式の取得 △488 △646

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,881 1,692

当期変動額合計 △1,218,421 △198,114

当期末残高 339,085 140,971
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④【キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失（△） △1,206,585 △189,693

減価償却費 147,299 122,553

減損損失 1,240,306 20,558

のれん償却額 10,000 10,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） △169 △511

退職給付引当金の増減額（△は減少） 29,895 △9,190

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,352 △12,026

投資有価証券売却損益（△は益） △2,694 －

受取利息及び受取配当金 △193 △114

支払利息 17,755 18,429

売上債権の増減額（△は増加） 24,083 152,447

たな卸資産の増減額（△は増加） △14,071 △19,318

仕入債務の増減額（△は減少） 36,458 22,856

未払債務の増減額（△は減少） 23,534 7,049

未払消費税等の増減額（△は減少） △52,683 △7,597

その他 6,207 △4,197

小計 257,791 111,246

利息及び配当金の受取額 193 114

利息の支払額 △17,755 △18,421

法人税等の支払額 △9,466 △9,466

営業活動によるキャッシュ・フロー 230,762 83,472

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △157,674 △73,098

有形固定資産の売却による収入 － 4,669

無形固定資産の取得による支出 △3,854 △2,867

投資有価証券の売却による収入 4,541 －

差入保証金の差入による支出 △1,920 △1,965

差入保証金の回収による収入 1,184 1,150

その他 △296 △280

投資活動によるキャッシュ・フロー △158,018 △72,391

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） 35,255 105,339

長期借入金の返済による支出 △72,000 △72,000

リース債務の返済による支出 △26,482 △33,155

自己株式の取得による支出 △488 △646

財務活動によるキャッシュ・フロー △63,715 △462

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,028 10,618

現金及び現金同等物の期首残高 35,451 44,480

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 44,480

※
 55,099
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【継続企業の前提に関する事項】

　　　　　該当事項はありません。

　

【重要な会計方針】

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）関連会社株式

移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

　

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　商品・原材料は個別法による原価法、製品・仕掛品は先入先出法による原価法、貯蔵品は最終仕入原価法（い

ずれも、貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

　

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）を採用し

ております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　　　　14年～31年

機械及び装置、車輌及び運搬具　　４年～10年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、のれんは５年間の均等償却による定額法を採用し、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

(3) リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上することにしておりますが、当事業年度の繰入

額はありません。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えて当事業年度に属する支給見込み額を計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（簡便法により自己都合要支給額の

100％）の見込み額に基づき計上しております。

　

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっています。

　

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜き方式によっております。　
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【表示方法の変更】

　　　　（貸借対照表）

　　　　　　前事業年度において、「流動負債」の「未払金」に含めていた「関係会社未払金」は資産の総額の100分の1

　　　　　を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業

　　　　　年度の財務諸表の組替えを行っております。

　　　　　　この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」の「未払金」に表示していた140,231千円は、

　　　　　関係会社未払金」1,472千円、「未払金」138,759千円として組み替えております。　

　

【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」　（企業会計基準第24号　平成21年12月4日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」　(企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月4日）を適用しております。　

（退職給付制度）

　当社は、退職給付制度として適格退職年金制度を採用しておりましたが、平成23年12月1日に確定拠出年金制度

と退職一時金制度の併用へと退職給付制度の改定を行い、同日より新制度を施行いたしました。この改定に伴い、

「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」　（企業会計基準適用指針第1号）を適用しております。

　本改定に伴い、当事業年度の特別損失として30,900千円計上しております。

　

【注記事項】

（貸借対照表関係）

※１．関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）

売掛金 29,183千円 32,558千円

買掛金 160,536千円 129,038千円

　

※２．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）

工具、器具及び備品 22,300千円 22,300千円

土地 394,140千円 394,140千円

計 416,440千円 416,440千円

　            　担保付債務は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）

関係会社短期借入金 424,441千円 529,781千円

1年内返済予定の関係会社長期借入金 72,000千円 72,000千円

関係会社長期借入金 206,000千円 134,000千円

　

※３．借入コミットメント

　当社はスターゼン株式会社とグループ金融に関するスターゼングループ・キャッシュマネージメント

サービス基本契約を締結し、CMSによる借入限度額を設定しております。この契約に基づく当事業年度末の

借入未実行残高は次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）

CMSによる借入限度額の総額 1,300,000千円 1,300,000千円

借入実行残高 424,441千円 529,781千円

差引借入未実行残高 875,558千円 770,218千円
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（損益計算書関係）

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

588千円 9,721千円

　

※２．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

関係会社への売上高 706,974千円 　 829,569千円

関係会社よりの仕入高 1,593,112千円 　 1,370,514千円

関係会社への設備賃借料 231,029千円 　 260,243千円

関係会社への支払利息 10,624千円 　 10,965千円

　

※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

交際費への振替（注1） 8,683千円 　 18,907千円

災害損失への振替（注2） 18,065千円 　 －

（注１）交際費への振替は主として、株主優待によるものであります。

（注２）東日本大震災時の停電の影響により廃棄したものであります。

　

※４．販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度85％、当事業年度75％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度15％、当事業年度25％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

役員報酬 74,481千円 66,276千円

従業員給料手当 328,926千円 274,917千円

賞与引当金繰入額 38,932千円 30,295千円

退職給付費用 12,534千円 17,539千円

荷造梱包費 54,506千円 15,500千円

地代家賃 56,238千円 65,459千円

運賃 541,262千円 373,016千円

のれん償却費 10,000千円 10,000千円

減価償却費 5,835千円 7,273千円

　

※５．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

17,849千円 19,632千円
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※６．減損損失

　当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日） 

用途　 種類 場所

製造設備他　

 土地・建物

 機械装置

 その他　

 埼玉県熊谷市　

　当社は管理会計上の事業区分を基礎にグルーピングしております。なお、賃貸資産・遊休資産については

個別の物件を基本単位としております。

　加工食品事業につきましては、生産拠点の集約、生産体制の見直しを実施した結果、収益性が低下した設

備等の処分を決定したため、帳簿価額を回収可能額まで減額し、減損損失を計上いたしました。　

　減損損失は1,240,306千円であり、その内訳は土地1,098,873千円、建物33,016千円、機械装置41,649千円、

その他66,766千円であります。なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、

不動産鑑定評価額等に合理的な調整を行って算出した金額を使用しております。

　

当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日） 

用途　 種類 場所

製造設備他　

 建物・構築物

 機械装置

 その他　

 埼玉県熊谷市　

　当社は管理会計上の事業区分を基礎にグルーピングしております。なお、賃貸資産・遊休資産については

個別の物件を基本単位としております。

　加工食品事業につきましては、生産拠点の集約、生産体制の見直しを実施した結果、収益が見込めない設

備について減損損失を計上いたしました。

　減損損失は20,558千円であり、その内訳は建物1,485千円、構築物14,634千円、機械装置2,859千円、その他

1,580千円であります。

　

※７．災害による損失

前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日） 

  東日本大震災で栃木工場は長時間停電となり、製造中の仕掛品等の廃棄損失18,065千円などであり

ます。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式                 

普通株式 31,337,000 － － 31,337,000

合計 31,337,000 － － 31,337,000

自己株式                 

普通株式 157,003 5,002 － 162,005

合計 157,003 5,002 － 162,005

 　（注）自己株式の普通株式の株式数の増加5,002株は、単元未満株式の買取による増加であります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。　

　 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

　

当事業年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式                 

普通株式 31,337,000 － － 31,337,000

合計 31,337,000 － － 31,337,000

自己株式                 

普通株式 162,005 6,613 － 168,618

合計 162,005 6,613 － 168,618

 　（注）自己株式の普通株式の株式数の増加6,613株は、単元未満株式の買取による増加であります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。　

　 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

　

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

現金及び預金勘定 44,480千円 55,099千円

現金及び現金同等物 44,480　 55,099　
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　有形固定資産であり、主として、加工食品事業における工場の生産設備（機械装置）であります。

②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　

２．貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファ

イナンス・リース契約による取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　 （単位：千円）

　
前事業年度（平成23年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額

建物 13,200 6,022 － 7,177

機械及び装置 374,378 261,460 46,212 66,706

工具、器具及び備品 6,283 5,991 － 291

合計 393,862 273,474 46,212 74,176

　

　 （単位：千円）

　
当事業年度（平成24年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額

建物 13,200 13,200 － －

機械及び装置 349,188 272,607 46,212 30,368

工具、器具及び備品 3,500 3,500 － －

合計 365,888 289,307 46,212 30,368

　

(2）未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘定期末残高

（単位：千円）

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）

未経過リース料期末残高相当額 　 　

１年内 40,221 25,561

１年超 41,986 10,565

合計 82,207 36,126

リース資産減損勘定期末残高　 46,212 27,680
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(3）支払リース料、リース資産減損勘定取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

　 （単位：千円）

　
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

支払リース料 69,829 61,555

リース資産減損勘定取崩額 － 18,532

減価償却費相当額 62,242 37,000

支払利息相当額 6,194 3,749

減損損失 46,212 －

　

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

　

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　　　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については親会社であるスタ

　　ーゼン株式会社からの借入による方針であります。デリバティブは全く利用しておりません。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制　

　　　営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当社の「取

　　引先信用程度取扱規程」に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信

　　用状況を３ヶ月ごとに把握する体制としております。

　　　投資有価証券である株式は、市場の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企

　　業の株式であり、３ヶ月ごとに把握された時価が取締役会に報告されております。　

　　　営業債務である買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。

　　　借入金のうち、関係会社長期借入金は主に設備投資に係る資金調達であり、また、関係会社短期借入

　　金は主に営業取引に係る資金調達であり、金利の変動リスクに晒されておりますが、当社はスターゼン

　　株式会社とグループ金融に関するスターゼングループ・キャッシュマネージメントサービス基本契約を

　　結束し、資金管理システム（ＣＭＳ）による借入限度額を設定しており、金利については直近の市場金

　　利に基づき設定されております。

　　　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社では月次に資金繰計画を作成

　　し管理しております。　　　　

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

　　額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

　　を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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　        ２．金融商品の時価等に関する事項

　　　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注２）参照）。　　　　

         　　　前事業年度（平成23年３月31日）

　　 貸借対照表計上額

   　（千円）　

時　価

   （千円）　

差　額

（千円）　
（1）現金及び預金　 44,480 44,480 　－

（2）売掛金　 　1,154,122
　

1,154,122
　

　－

（3）投資有価証券

　　 その他有価証券
　5,615 　5,615 　－

　　資　産　計 　1,204,218　1,204,218 　－

（1）買掛金　 　913,496 　913,496 　－

（2）関係会社短期借入金　 　424,441 　424,441 　－

（3）未払金 138,759 138,759   －

（4）関係会社未払金 1,472 1,472 　－

（5）関係会社長期借入金（※１）　 　278,000 　265,492　△12,507

（6）未払リース債務　　（※２）　 　147,900 　130,200　△17,699

　　負　債　計 　1,904,069　1,873,862　△30,207

　             ※１　１年内の返済予定の関係会社長期借入金を含んでおります。　　

　　　　　　 ※２　１年内の返済予定の未払リース債務を含んでおります。

　

         　　　当事業年度（平成24年３月31日）

　　 貸借対照表計上額

   　（千円）　

時　価

   （千円）　

差　額

（千円）　
（1）現金及び預金　 55,099 55,099 　－

（2）売掛金　 　1,001,675
　

1,001,675
　

　－

（3）投資有価証券

　　 その他有価証券
　8,366 　8,366 　－

　　資　産　計 　1,065,141　1,065,141 　－

（1）買掛金　 　936,352 　936,352 　－

（2）関係会社短期借入金　 　529,781 　529,781 　－

（3）未払金 110,570 110,570   －

（4）関係会社未払金 56,741 56,741 －

（5）関係会社長期借入金

　　　　　　（※１）　
　206,000 　199,168 　△6,831

（6）未払リース債務

　　　　　　（※２）　
　124,595 　112,113 　△12,482

　　負　債　計 　1,964,042　1,944,727　△19,314

　             ※１　１年内の返済予定の関係会社長期借入金を含んでおります。　　

　　　　　　 ※２　１年内の返済予定の未払リース債務を含んでおります。
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　　　　　　（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項　

　　　　　　　　資産

　　　　　　　　　（1）現金及び預金、（2）売掛金　

　　　　　　　　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

　　　　　　　　　　　っております。

　　　　　　　　　（3）投資有価証券　

　　　　　　　　　　　　これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価

　　　　　　　　　　　証券に関する事項については注記事項（有価証券関係）をご参照下さい。

　　　　　　　　負債　

　　　　　　　 （1）買掛金、（2）関係会社短期借入金、（3）未払金、（4）関係会社未払金

　　　　　           これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

                   よっております。

　　           （5）関係会社長期借入金

        　           長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

                   利率で割り引いて算定する方法によっております。

　　　　　　　 （6）未払リース債務

　　　　　　　　　　 未払リース債務の時価については、元利金の合計額を同様のリース契約を新規に行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法によっております。　

　

         （注２）非上場株式（当事業年度の貸借対照表計上額０千円、前事業年度の貸借対照表計上額０千円）は、

市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが

極めて困難と認められるため、「資産（3）投資有価証券その他有価証券」には含めておりません。　

　

　　　３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の返済予定額　　　

　　　　　前事業年度（平成23年３月31日） 

　 　１年以内（千円） １年超５年以内
（千円）　

　
５年超10年以内

（千円）　
　10年超（千円）　

　預　金 42,930 ― ― ―

　売掛金 1,154,122 ― ― ―

　　　　合計 1,197,052 ― ― ―

　

　　　　　当事業年度（平成24年３月31日）

　 　１年以内（千円） １年超５年以内
（千円）　

　
５年超10年以内

（千円）　
　10年超（千円）　

　預　金 54,294 ― ― ―

　売掛金 1,001,675 ― ― ―

　　　　合計 1,055,969 ― ― ―

　

　　　４．関係会社長期借入金等の決算日後の返済予定額

　　　　　附属明細表「借入金明細表」をご参照ください。　
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（有価証券関係）

１.子会社株式及び関連会社株式

　　①当社は子会社株式を保有しておりません。

　　②関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額０千円、前事業年度の貸借対照表計上額０千円）は、市場

価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから記載しておりません。　

　

２．その他有価証券

前事業年度（平成23年３月31日） 

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差額（千円）

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるも

の

(1）株式 1,593　 1,566　 27　

(2）債券 　 　 　

①　国債・地方債等 －　 －　 －　

②　社債 －　 －　 －　

③　その他 －　 －　 －　

(3）その他 －　 －　 －　

小計 1,593　 1,566　 27　

貸借対照表計上額が

取得原価を超えない

もの

(1）株式 4,022　 4,458　 △435　

(2）債券 　 　 　

①　国債・地方債等 －　 －　 －　

②　社債 －　 －　 －　

③　その他 －　 －　 －　

(3）その他 －　 －　 －　

小計 4,022　 4,458　 △435　

合計 5,615　 6,024　 △408　

 　（注）非上場株式（貸借対照表計上額０千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

         められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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　　　　　　　当事業年度（平成24年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差額（千円）

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるも

の

(1）株式 8,366　 6,305　 2,061　

(2）債券 　 　 　

①　国債・地方債等 －　 －　 －　

②　社債 －　 －　 －　

③　その他 －　 －　 －　

(3）その他 －　 －　 －　

小計 8,366　 6,305　 2,061　

貸借対照表計上額が

取得原価を超えない

もの

(1）株式 －　 －　 －　

(2）債券 　 　 　

①　国債・地方債等 －　 －　 －　

②　社債 －　 －　 －　

③　その他 －　 －　 －　

(3）その他 －　 －　 －　

小計 －　 －　 －　

合計 8,366　 6,305　 2,061　

 　（注）非上場株式（貸借対照表計上額０千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

         められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

　　　　　３．事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日） 

種類 売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

(1）株式 4,541　 3,499　 △805　

(2）債券 　 　 　

①　国債・地方債等 －　 －　 －　

②　社債 －　 －　 －　

③　その他 －　 －　 －　

(3）その他 －　 －　 －　

合計 4,541　 3,499　 △805　

　
当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日） 

　　　　　　　　　該当事項はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

　前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　　当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。
　

　当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　　当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。　
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として厚生年金基金制度、確定拠出型の制度として企業年金制度及び退職一時金

制度を設けております。また、従業員の退職に際して割増退職金を支払い場合があります。

　なお、当社は退職給付制度の一部として従来から採用しておりました確定給付型の適格退職年金制度は、平

成23年12月１日に確定拠出年金制度と退職一時金制度の併用に改定いたしました。

　厚生年金基金制度につき、要支給額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次

の通りであります。

（1）制度全体の積立状況に関する事項 

　　前事業年度（平成22年３月31日現在）

 　　　年金資産の額　　　　　　　　　　　　　　25,779百万円

 　　　年金財政計算上の給付債務の額　　　　　　42,544百万円

 　　　差引額　                                16,765百万円

　　当事業年度（平成23年３月31日現在）

 　　　年金資産の額　　　　　　　　　　　　　　24,230百万円

 　　　年金財政計算上の給付債務の額　　　　　　41,672百万円

 　　　差引額　                                17,442百万円

（2）制度全体に占める当社の掛金拠出割合

　　前事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

　　　　　　　　　1.12％

　　当事業年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

　　　　　　　　　1.14％

（3）補足説明　　　　

　　 　上記（2）の割合は当社の実際の負担割合とは一致しません。　
 

２．退職給付債務に関する事項

 
前事業年度

（平成23年３月31日）
当事業年度

（平成24年３月31日）

 （1）退職給付債務 △212,012千円 △101,709千円

 （2）年金資産 101,113千円 －千円

 （3）未積立退職給付債務　（1）＋（2） △110,899千円 △101,709千円

 （4）退職給付引当金　　　（3） △110,899千円 △101,709千円

 　　　　　　　（注）１．前事業年度は転籍社員を受け入れたため、退職一時金制度に係る退職給付債務が51,367千

　　　　　　　　　　　　 円増加しております。

　                   ２．当事業年度の退職給付債務は適格退職年金制度から確定拠出金制度への移換により84,784千　

　

　　　　　　　　　　　　 円減少しております。また、当事業年度の年金資産は、適格退職年金制度の年金資産が確定

　　　　　　　　　　　　 拠出年金制度へ67,136千円移換されたことなどにより、残高はありません。　

　　　　　　　　　　 ３．当社が有する厚生年金基金は総合設立型であり、自社の拠出に対応する金額が合理的に算出

　　　　　　　　　　　　 できないため計上しておりません。
　

３．退職給付費用に関する事項

 
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

退職給付費用（千円） 44,246千円 47,524千円

(1）勤務費用（千円） 44,246千円 47,524千円

               （注）１．勤務費用には日本ハム・ソーセージ工業厚生年金基金への拠出金が当事業年度は24,320千円

　

　　　　　　　　　　　　 含まれております。　

　                   ２．退職給付制度の改定に伴い、当事業年度の特別損失に退職給付制度改定損として30,900千円

　　　　　　　　　　　　 を計上しております。

　

（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

該当事項はありません。
　

当事業年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
前事業年度

（平成23年３月31日）
　

当事業年度
（平成24年３月31日）

 　 （千円） 　　 （千円）

繰越欠損金 　 218,083　 　 167,463

減損損失 　 815,132　 　 708,716

賞与引当金 　 46,533　 　 38,324

関係会社株式評価損 　 24,257　 　 21,228

退職給付引当金 　 44,836　 　 36,035

長期未払金　 　 7,991　 　 3,832

たな卸資産評価損 　 237　 　 3,669

その他 　 7,293　 　 4,707

繰延税金資産小計 　 1,164,367　 　 983,977

評価性引当額 　 △1,164,367　 　 △983,977

繰延税金資産合計 　 － 　 　 －

繰延税金負債 　     　 　     

その他有価証券評価差額金 　 － 　 　 △778

繰延税金負債計 　 － 　 　 △778

繰延税金負債の純額 　 － 　 　 △778

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
　　 前事業年度（平成23年３月31日）

　      税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。　
　　
　　 当事業年度（平成24年３月31日）

　      税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。　
　

（持分法損益等）

 
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

　関連会社に対する投資の金額 0千円 0千円

　持分法を適用した場合の投資の金額 －千円 －千円

　持分法を適用した場合の投資損失の金額 －千円 －千円

（注）表中の「関連会社に対する投資の金額」は、備忘価額まで減損処理をしております。

　

　

（企業結合等関係）

当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　該当事項はありません。
　
　

（資産除去債務関係）

前事業年度末（平成23年３月31日）
　該当事項はありません。　　
当事業年度末（平成24年３月31日）
　該当事項はありません。
　

　

（賃貸等不動産関係）

　　　　　前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）
　　　　　　該当事項はありません。　
　　　　　当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）
　　　　　　該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前事業年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

当社の報告セグメントは加工食品事業の１つであるため、記載を省略しております。　

 

当事業年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）

当社の報告セグメントは加工食品事業の１つであるため、記載を省略しております。

　　

【関連情報】

前事業年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（単位：千円） 

　 加工食品事業　 　

その他の事業

　

　

合　計　

　　 　食肉加工品 　その他惣菜等

　外部顧客への売上高 8,378,708　4,293,205 　2,400　12,674,313

　

２．地域ごとの情報

　当社の外部顧客への売上高及び有形固定資産の所在地はすべて日本国内であります。　

　

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      （単位：千円） 

　顧客の名称又は氏名 　　売上高  関連するセグメント名   

　スターゼン東日本販売㈱ 3,187,940　加工食品事業

　スターゼン北日本販売㈱ 1,722,598　加工食品事業

　スターゼン西日本販売㈱ 1,330,756　加工食品事業

　スターゼン南日本販売㈱ 1,251,184　加工食品事業

　

当事業年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（単位：千円） 

　 加工食品事業　 　

その他の事業

　

　

合　計　

　　 　食肉加工品 　その他惣菜等

　外部顧客への売上高 8,175,610　3,795,296 　2,400　11,973,306

　

２．地域ごとの情報

　当社の外部顧客への売上高及び有形固定資産の所在地はすべて日本国内であります。　

　

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　（単位：千円） 

　顧客の名称又は氏名 　　売上高  関連するセグメント名   

　スターゼン広域販売㈱ 2,574,414　加工食品事業

　スターゼン東日本販売㈱ 2,562,222　加工食品事業

　スターゼン北日本販売㈱ 1,562,548　加工食品事業

　スターゼン西日本販売㈱ 1,288,560　加工食品事業

　スターゼン南日本販売㈱ 1,250,407　加工食品事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

当社の報告セグメントは加工食品事業の１つであるため、記載を省略しております。　　

　

当事業年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）

当社の報告セグメントは加工食品事業の１つであるため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

当社の報告セグメントは加工食品事業の１つであるため、記載を省略しております。　　

　

当事業年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）

当社の報告セグメントは加工食品事業の１つであるため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

　 該当事項はありません。

　

当事業年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）

　 該当事項はありません。

　

【関連当事者情報】

１.関連当事者との取引　

(ア) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前事業年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

（千円）

事業の内容又

は職業

議決権等の所

有(被所有)割

合(％)

関連当事者との

関係
取引の内容 取引金額

(千円)
科目 期末残高

(千円)
　

親会社等

(親会社)

スターゼ

ン㈱

東京都

港区
9,899,754

食肉の加工・

輸入・販売、

食肉製品・

食品の製造・

販売等

被所有直接

58.86％

商品の売買

資金の借入

設備の賃借

役員の兼任

商品等仕入 1,593,107買掛金 160,536　
製・商品販売 140,905売掛金 7,473　

資金の借入　
返済

35,255

関係会社

短期

借入金

424,441　

72,000

　

１年内返

済予定の

関係会社

長期
借入
金

72,000　

関係会社

長期

借入金

206,000　

借入金に対す

る担保提供
416,440－ － 　

被債務保証 11,810－ － 　
利息の支払 10,624－ － 　
設備の賃借 231,029－ － 　

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 製品・商品の仕入・販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。

(2) 資金の借入については、市場金利に準じて金利を決定しております。

(3) 設備の賃借については、市場の相場を勘案して決定しております。

 ３．借入金等の債務の担保として、土地及び工具器具備品を差し入れております。

 ４．当社の買掛金の一部及びリース契約の一部について、債務保証を受けております。

 なお、保証料の支払いは行っておりません。　

EDINET提出書類

ローマイヤ株式会社(E00451)

有価証券報告書

47/61



当事業年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

（千円）

事業の内容又

は職業

議決権等の所

有(被所有)割

合(％)

関連当事者との

関係
取引の内容 取引金額

(千円)
科目 期末残高

(千円)
　

親会社等

(親会社)

スターゼ

ン㈱

東京都

港区
9,899,754

食肉の加工・

輸入・販売、

食肉製品・

食品の製造・

販売等

被所有直接

58.86％

商品の売買

資金の借入

設備の賃借

役員の兼任

商品等仕入 1,370,514買掛金 129,038　
製・商品販売 146,142売掛金 5,887　

資金の借入　
返済

105,339

関係会社

短期

借入金

529,781　

72,000

　

１年内返

済予定の

関係会社

長期
借入
金

72,000　

関係会社

長期

借入金

134,000　

借入金に対す

る担保提供
416,440－ － 　

被債務保証 1,452－ － 　
利息の支払 10,965－ － 　

設備の賃借 259,552
関係会社
未払金　 22,379　

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 製品・商品の仕入・販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。

(2) 資金の借入については、市場金利に準じて金利を決定しております。

(3) 設備の賃借については、市場の相場を勘案して決定しております。

 ３．借入金等の債務の担保として、土地及び工具器具備品を差し入れております。

 ４．当社の買掛金の一部及びリース契約の一部について、債務保証を受けております。

 なお、保証料の支払いは行っておりません。

　

(イ) 財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

前事業年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

（千円）

事業の内容又

は職業

議決権等の所

有(被所有)割

合(％)

関連当事者との

関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)
　

関連会社
ローマイ

ヤ販売㈱

東京都港

区
200,000

食肉加工品・

惣菜等の販売

所有直接

20.00％

製品の販売

役員の兼任
製品の販売 566,069売掛金 21,709　

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 ２．取引条件及び取引条件の決定方針等

 製品の販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。

　

当事業年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

（千円）

事業の内容又

は職業

議決権等の所

有(被所有)割

合(％)

関連当事者との

関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)
　

関連会社
ローマイ

ヤ販売㈱

東京都港

区
200,000

食肉加工品・

惣菜等の販売

所有直接

20.00％

製品の販売

役員の兼任
製品の販売 683,427売掛金 26,671　

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 ２．取引条件及び取引条件の決定方針等

 製品の販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。
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(ウ) 財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関連会社の子会社等

前事業年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

（千円）

事業の内容又

は職業

議決権等の

所有(被所

有)割合(％)

関連当事者との

関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目 期末残高

(千円)
　

同一の親

会社をも

つ会社

スターゼン

インターナ
ショナル㈱

東京都

港区
100,000

輸入食肉の卸

売事業
なし 原料の購入

役員の兼任

原料肉等の購

入
2,586,034買掛金 228,805　

同一の親

会社をも

つ会社

スターゼ

ン北日本

販売㈱

宮城県

仙台市

宮城野区

100,000
食肉・食肉加

工品販売
なし

製品・商品の

販売
　

製品・商品の

販売
1,722,598売掛金 179,581　

同一の親

会社をも

つ会社

スターゼ
ン東日本
販売㈱

東京都

港区
100,000

食肉・食肉加

工品販売
なし

製品・商品の

販売

役員の兼任　

製品・商品の

販売
3,187,940売掛金 255,888　

同一の親

会社をも

つ会社

スターゼ

ン西日本
販売㈱

兵庫県

伊丹市
100,000

食肉・食肉加

工品販売
なし

製品・商品の

販売
役員の兼任　

製品・商品の

販売
1,330,756売掛金 109,885　

同一の親

会社をも

つ会社

スターゼ

ン南日本

販売㈱

福岡県

糟屋郡
100,000

食肉・食肉加

工品販売
なし

製品・商品の

販売

製品・商品の

販売
1,251,184売掛金 109,451　

同一の親

会社をも

つ会社

　

スターゼン

広域販売㈱　

　

東京都

港区　
100,000

食肉・食肉加

工品販売　
なし　

製品・商品の

販売　　　　　　

製品・商品の

販売　
499,687売掛金　 95,550　

同一の親

会社をも

つ会社

スターゼ

ンミートプ

ロセッサー

㈱

東京都

港区
300,000

食肉の加工卸

売
なし

製品・商品の

販売及び原料の

購入

役員の兼任

製品・商品の

販売
415,921売掛金 1,548　

原料の購入 392,857買掛金 22,955　

同一の親

会社をも

つ会社

㈱ゼンチク

物流　

神奈川県

川崎市　
99,000貨物運送事業 なし　

製品・商品の

運搬　

役員の兼任

製品・商品の

運搬

　

338,964未払金　 32,347　

同一の親

会社をも

つ会社

㈱ゼンチク

販売

東京都

港区
490,000

食肉加工品の

販売
なし

製品・商品の

売買

役員の兼任

製品・商品の

販売
570,260売掛金 47,681　

　　　（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており

　　　　　　　　ます。

　　　 ２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　(1) 製品・商品の購入・販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。

　　　　(2) 原料の購入については、市場価格を勘案して、その都度価格交渉の上決定しております。

　　　  (3) 製品・商品の運搬については、一般の取引条件と同様に決定しております。
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当事業年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

（千円）

事業の内容又

は職業

議決権等の

所有(被所

有)割合(％)

関連当事者との

関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目 期末残高

(千円)
　

同一の親

会社をも

つ会社

スターゼン

インターナ
ショナル㈱

東京都

港区
100,000

輸入食肉の卸

売事業
なし 原料の購入

役員の兼任

原料肉等の購

入
2,622,625買掛金 203,323　

同一の親

会社をも

つ会社

スターゼ

ン北日本

販売㈱

福島県

郡山市
100,000

食肉・食肉加

工品販売
なし

製品・商品の

販売
　

製品・商品の

販売
1,562,548売掛金 123,693　

同一の親

会社をも

つ会社

スターゼ
ン東日本
販売㈱

東京都

港区
100,000

食肉・食肉加

工品販売
なし

製品・商品の

販売

　

製品・商品の

販売
2,562,222売掛金 199,481　

同一の親

会社をも

つ会社

スターゼ

ン西日本
販売㈱

兵庫県

伊丹市
100,000

食肉・食肉加

工品販売
なし

製品・商品の

販売
　

製品・商品の

販売
1,288,560売掛金 113,226　

同一の親

会社をも

つ会社

スターゼ

ン南日本

販売㈱

福岡県

糟屋郡
100,000

食肉・食肉加

工品販売
なし

製品・商品の

販売

製品・商品の

販売
1,250,407売掛金 113,915　

同一の親

会社をも

つ会社

　

スターゼン

広域販売㈱　

　

東京都

港区　
100,000

食肉・食肉加

工品販売　
なし　

製品・商品の

販売　　　　　　役員

の兼任　　　　　　

製品・商品の

販売　
2,574,414売掛金　 290,201　

同一の親

会社をも

つ会社

スターゼ

ンミートプ

ロセッサー

㈱

東京都

港区
300,000

食肉の加工卸

売
なし

製品・商品の

販売及び原料の

購入

役員の兼任

製品・商品の

販売
51,844売掛金 1,455　

原料の購入 321,942買掛金 18,624　

同一の親

会社をも

つ会社

㈱ゼンチク

物流　

神奈川県

川崎市　
99,000貨物運送事業 なし　

製品・商品の

運搬　

　

製品・商品の

運搬

　

273,474未払金　 20,389　

同一の親

会社をも

つ会社

㈱ゼンチク

販売

東京都

港区
490,000

食肉加工品の

販売
なし

製品・商品の

売買

　

製品・商品の

販売
812,682売掛金 79,176　

　　　（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており

　　　　　　　　ます。

　　　 ２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　(1) 製品・商品の購入・販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。

　　　　(2) 原料の購入については、市場価格を勘案して、その都度価格交渉の上決定しております。

　　　  (3) 製品・商品の運搬については、一般の取引条件と同様に決定しております。
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２.親会社又は重要な関連会社に関する注記

　（1）親会社情報

　　　 スターゼン株式会社（東京証券取引所に上場）

　（2）重要な関連会社の要約財務情報

　　　  当事業年度において、重要な関連会社はローマイヤ販売株式会社であり、その要約財務諸表は以下の

　　　とおりであります。

　　　　　流動資産合計　　　　　　　85,484千円

　　　　　固定資産合計　　　　　　　   184千円

　

　　　　　流動負債合計　　　　　 　302,863千円

　　　　　固定負債合計　　　　　　　 3,265千円

　

　　　　　純資産合計　　　　　　 △220,461千円

　

　　　　　売上高　　　　　　　　 1,055,759千円　

　　　　　税引前当期純損失金額   　111,158千円

　　　　　当期純損失金額　　　　　 113,255千円

　

　

（１株当たり情報）

　
　
　

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

１株当たり純資産額 　　　　　　　　　　　10円88銭 　　　　　　　　　　　4円52銭

１株当たり当期純損失額 　　　　　　　　　　　39円00銭 　　　　　　　　　　　6円39銭

　（注）１.　潜在株式調製後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であり、また、潜在株

　　　　　　 式が存在しないため記載しておりません。

　　　　２.　当事業年度１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当期純損失　　（千円） 1,216,051 199,159

普通株主に帰属しない金額　　（千円） － －

普通株式に係る当期純損失　　（千円） 1,216,051 199,159

期中平均株式数（千株） 31,178 31,171
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（重要な後発事象）

  当社とスターゼン株式会社（以下、「スターゼン」といいます。）は、平成24年5月11日開催のそれぞれの取

締役会において、スターゼンを株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下、「本株

式交換」といいます。）を行うことを決議し、両社の間で株式交換契約（以下、「本株式交換契約」といいま

す。）を締結いたしました。

　また、本株式交換契約は、平成24年６月27日開催の当社の第78回定時株主総会において承認されました。　

　

１．結合当事企業の名称及びその事業の内容

（1）結合企業（株式交換完全親会社）

      名称・・・・・・・・・スターゼン株式会社

      事業の内容・・・・・・食肉の処理加工、ハム・ソーセージ及び食肉加工品の製造販売、豚・牛の生  

                            産・肥育等　

（2）被結合企業（株式交換完全子会社）

      名称・・・・・・・・・ローマイヤ株式会社

      事業の内容・・・・・・ハム・ソーセージ等の食肉加工品及び惣菜等の製造・販売

　

２．企業結合の法的形式

    株式交換

　

３．企業結合日

    平成24年８月１日（効力発生日）

　

４．結合後企業の名称

    変更ありません。

　

５．その他取引の概要に関する事項

　（1）株式交換の目的　

　　 当社は、すでにスターゼングループ企業として経営戦略を共有し、両社の強みを活かし、相互の業務を補
完しながら事業活動を営んでおりますが、当社を取り巻く経営環境の変化が激しく、今後も成長性を維
持していくためには、強固な連携によりグループ戦略機能を強化し、事業展開していくことが必要であ
り、両社の企業価値の向上に資するものと考え、本株式交換を実施することを決議いたしました。　

　　　　    （2）株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数

  　　① 株式の種類及び交換比率

　株式の種類・・・普通株式　 

会社名 株式交換比率

スターゼン㈱　 １　

ローマイヤ㈱ 0.405
　 　　　　　　　
　　　　　　　② 交換比率の算定方法

　　当社及びスターゼンは、それぞれ個別に独立した第三者算定機関に株式交換比率の算定を依頼し、
当該第三者算定機関による算定結果を参考として、交渉・協議を行い、株式交換比率を決定いたし
ました。

　　　　　　　③ 交付株式数・・・5,357,745株　
　スターゼンが保有する当社の普通株式18,108,000株（スターゼン持株比率57.78％）について
は、本株式交換による株式の割当ては行いません。なお、交付する株式はスターゼンが保有する自
己株式（平成24年３月末日現在13,120,669株）を充当する予定であり、新株式の発行は行わない
予定であります。　
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証券 その他有価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

㈱松屋 4,217 3,129

㈱髙島屋 3,000 2,061

Ｊ・フロントリティリング㈱ 6,876 3,176

その他（３銘柄） 1,680 0

小計 15,773 8,366

計 15,773 8,366

　

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産                             

建物 131,925 10,890
1,636

(1,485)　
141,179 127,761 1,697 13,418

構築物 5,637 17,219
14,634

(14,634)　
8,222 8,081 2,444 140

機械及び装置 439,731 27,337
2,859

(2,859)　
464,209 221,551 78,249 242,658

車輌運搬具 43,765 1,740 － 45,505 40,859 5,966 4,645

工具、器具及び備品 72,703 10,099
361

(361)　
82,441 47,420 5,955 35,021

土地 394,140 － － 394,140 － － 394,140

リース資産 193,479 10,618
10,392

（1,218）　
193,705 85,668 26,359 108,036

有形固定資産計 1,281,38277,904
29,882

(20,558)　
1,329,404531,342120,672798,062

無形固定資産                             

のれん 50,000 － － 50,000 40,000 10,000 10,000

電話加入権 4,748 － － 4,748 － － 4,748

ソフトウエア 13,891 2,655 － 16,546 12,234 1,263 4,311

その他 6,897 212 － 7,109 4,090 617 3,019

無形固定資産計 75,536 2,867 － 78,404 56,324 11,880 22,080

（注）１．当期増加額の主なものは次のとおりです。

　　　　　構築物　　　　　　　埼玉工場　外溝工事（緑化工事）　　　　　　　　　 　17,000千円

機械及び装置　　　　栃木工場　ギフトセンター出荷作業ライン化設備一式　  6,365千円

　　　　　　　　　　栃木工場　ギフトセンタータイトパッカー一式　　　　  5,670千円

          　　　　　栃木工場　リンキングチェーン一式　　　　　　　　 　 5,490千円

　　　　        　  埼玉工場　ラベル貼り付け機一式　　　　　　　　　　  2,100千円

車輌運搬具　　　　　栃木工場　フォークリフト一台　　  　　　　　　　　　1,740千円

リース資産　　　　　栃木工場　避雷針一式　　　　　　　　　　　　　　　　6,807千円　

２.「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。　　
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

関係会社短期借入金 424,441529,7811.975 －

１年以内に返済予定の関係会社長期借入金 72,000 72,0002.150 －

１年以内に返済予定のリース債務　 28,905 30,1894.287 －　

関係会社長期借入金（１年以内に返済予定のものを除

く。）
206,000134,0002.150平成25年～27年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 118,994 94,4064.268平成25年～29年 

合計 850,341860,377－ －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の決算日後５年間の返済予定額は以下の

とおりであります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 72,000 62,000 － －

リース債務　 30,364 26,109 14,432 13,943

　

　

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 511 － － 511 －

賞与引当金 100,882 88,856 100,882 － 88,856

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績がないため取り崩しております。

　

　

　　　

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。　
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

１．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 804

預金     

普通預金 53,205

郵便貯金 1,089

預金小計 54,294

合計 55,099

２．売掛金

（A）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

スターゼン広域販売㈱ 290,201

スターゼン東日本販売㈱ 199,481

スターゼン北日本販売㈱ 123,693

スターゼン南日本販売㈱ 113,915

スターゼン西日本販売㈱ 113,226

その他 161,156

合計 1,001,675

(B）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 回転率(Ｅ）（回） 滞留期間（日）

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)
Ｃ

─────
Ａ ＋ Ｂ

× 100（Ｂ ÷
Ａ ＋ Ｄ
────
２

） 366 ÷ (Ｅ）

1,154,12212,571,97212,724,4191,001,675 92.7 11.7 31.3

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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３．たな卸資産

科目 内容 金額（千円）

商品及び製品 ハム・ソーセージ、デリカ惣菜、その他 321,018

原材料及び貯蔵品 豚肉、牛肉、包装資材、燃料、その他 191,569

仕掛品 ハム・ソーセージ、惣菜、その他 13,158

合計 525,746

②　流動負債

買掛金

相手先 金額（千円）

スターゼンインターナショナル㈱ 203,323

スターゼン㈱ 129,038

㈱エヌケーフーズ 49,905

五十嵐冷蔵㈱ 36,130

㈱松永商会 33,527

その他 484,426

合計 936,352

　

（３）【その他】

当事業年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高（千円） 2,939,988 6,064,976 9,598,838 11,973,306

税引前四半期（当期）純利益

金額（△は損失）（千円）
△36,420 △95,708 △26,980 △189,693

四半期（当期）純利益金額

（△は損失）（千円）
△38,786 △100,441 △34,080 △199,159

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（△は損失）（円）
△1.24 △3.22 △1.09 △6.39

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（△は損失）（円）
△1.24 △1.98 2.13 △5.30
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載

株主に対する特典 自社製品贈呈他

（注１）単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、会社法第847条に規定する責任追及等の訴

えの提起をすることができない。

（注２）株主名簿管理人である中央三井信託銀行は、住友信託銀行株式会社及び中央アセット信託銀行と平成24年４

月１日に合併し、商号を「三井住友信託銀行株式会社」に変更いたしました。

（注３）平成24年６月28日より取扱場所及び株式名義管理人は、次のとおり変更いたしました。　

　　　　　　取扱場所　　　　東京都中央区八重洲一丁目２番１号

　　　　　　　　　　　　　　みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　　　　　株主名簿管理人　東京都中央区八重洲一丁目２番１号

　　　　　　　　　　　　　　みずほ信託銀行株式会社
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第77期）（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）平成23年６月29日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成23年６月29日関東財務局長に提出　　 　　　

　　(3) 臨時報告書

　　　　平成23年６月30日関東財務局長に提出

　　　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

　　　　時報告書であります。

　　　　平成24年３月６日関東財務局長に提出

　　　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。

　　　　平成24年５月11日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換よる株式交換完全子会社）に基づく臨

時報告書であります

　  (4) 四半期報告書の訂正報告書及び確認書

　　　　平成23年８月19日関東財務局長に提出

　　　　（第78期第１四半期）（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）の四半期報告書に係る訂正報告書であ

　　　　ります。　

(5) 四半期報告書及び確認書

　（第78期第１四半期）（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）平成23年８月12日関東財務局長に提出

　（第78期第２四半期）（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）平成23年11月14日関東財務局長に提出

　（第78期第３四半期）（自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日）平成24年２月14日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

   平成24年６月27日

ローマイヤ株式会社    

取締役会　御中    

    

 新日本有限責任監査法人
    

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 大橋　洋史　　印

    

　
　指定有限責任社員

　業務執行社員　

公認会計士

　
　大森　茂伸　　印　

　 　 　 　

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 新居　伸浩　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るローマイヤ株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第78期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につい

て監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ローマイヤ

株式会社の平成24年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成24年５月11日開催の取締役会において、スターゼン株式会社を株

式交換完全親会社、会社を株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、株式交換契約を締結した。また、当該

株式交換契約は平成24年６月27日開催の定時株主総会において承認された。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。　

　

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ローマイヤ株式会社の平成24年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に

準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを

求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に

基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果につ

いて経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、ローマイヤ株式会社が平成24年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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